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基本理念
市民と行政の
協働拠点

安全・安心を
確保する防災拠点

将来のまちづくりと
行政運営

５つの

基本方針

利用しやすい
庁舎安全・安心な

庁舎

環境にやさしい
庁舎

経済性に優れた
庁舎

機能的・効率的な
庁舎

現庁舎の

問題

新庁舎の

在り方

市民サービス
の低下

効率性と
利便性の低下

市民サービス
の拠点となる
庁舎

市民の安全・
安心を守る
庁舎

経済性に優れ
将来に負担を
かけない
庁舎

まちづくり拠点機能と
市民協働機能の不足

修繕費と維持
管理費の増大

災害拠点施設
としての機能不足

１ ２ ３ ４ 市民が協働し
まちづくりの
拠点となる
庁舎

基
本
構
想

基
本
計
画

平成28年 6⽉ 『津久⾒市庁舎建設庁内検討委員会』を設置

⽉ 検討の内容年

平成29年

7⽉ 第5回 専⾨家検討委員会（基本構想(案)についてほか）

平成29年

6⽉ 第1回 庁内検討委員会

6⽉ 第2回 庁内検討委員会

８⽉ 第3回 庁内検討委員会

11⽉ 第4回 庁内検討委員会（10候補地の選定）

11⽉ 『津久⾒市庁舎建設専⾨家検討委員会』を設置

11⽉ 第1回 専⾨家検討委員会（候補地視察）

11⽉ 第1回 専⾨家検討委員会（候補地視察）

2⽉ 『津久⾒市庁舎建設市⺠委員会』を設置

2⽉ 第5回 庁内検討委員会

2⽉ 第2回 専⾨家検討委員会（候補地選定の評価⽅法の検討）

2⽉ 第1回 市⺠委員会（庁舎建設に対する意⾒徴収）

2⽉ 議会全員協議会（市⺠委員会の意⾒報告など）

3⽉ 第3回 専⾨家検討委員会（10→4候補地への提⾔）

５⽉ 第2回 市⺠委員会（4候補地の選定についての承認）

５⽉ 第6回 庁内検討委員会（4候補地選定報告及び今後の取組み）

５⽉ 第4回 専⾨家検討委員会（4候補地の詳細調査についての考え⽅）

7⽉ 東北地⽅被災庁舎等視察（陸前⾼⽥市（岩⼿県）南三陸町・⼥川町（宮城県）

7⽉ 第7回 庁内検討委員会

５⽉ 議会全員協議会（4候補地選定についての承認及び市⺠委員会意⾒報告）

検討の内容

平成30年

令和元年

令和２年

8⽉ 第3回 市⺠委員会（基本構想(案)についてほか）

8⽉ 『津久⾒市新庁舎建設基本構想』策定

１⽉ 庁舎建設等特別委員会

８⽉ 第8回 庁内検討委員会

８⽉ 第6回 専⾨家検討委員会（経過報告についてほか）

９⽉ 第5回 市⺠委員会（経過報告についてほか）

１１⽉ 第9回 庁内検討委員会

９⽉ 令和元年第３回定例会（新庁舎の建設予定地を明記した

第５次津久⾒市総合計画の⼀部改訂が議決）

１２⽉ 新庁舎建設基本計画策定業務における公募型プロポーザル公募開始

２⽉ 新庁舎建設基本計画策定業務における事業者選定

11⽉

１⽉〜

議会説明会（新庁舎建設場所についての市⻑⽅針説明）

（被災による⼀時中断）

9⽉ 台⾵第18号被災

８⽉

地域懇談会での説明・各種会議説明（29ヵ所）

⽉年

1. 基本的な考え⽅

津波避難ビルとしての整備⽅針

周辺施設の利⽤者や来訪者等が、津波の際に避難できる「津波避難ビル」として整備します。

基本⽅針実現に向けた新庁舎の在り⽅

現庁舎が抱える問題を分類・整理し、基本理念及び５つの基本⽅針達成のため、４つの「新庁舎の在り⽅」を定めます。

１．計画の背景

２．基本計画策定の経緯

３．新庁舎の在り方と基本的機能

 現在の津久⾒市庁舎は、昭和33年に本館と別館、昭和51年に新館が建設され、以来今⽇まで62年の⻑きにわたり利⽤されてき

ました。現庁舎は、耐震性能の不⾜、施設の⽼朽化・狭あい化、バリアフリー化への対策、機能分散等の様々な課題を抱えています。

本市では、庁舎の建て替えにあたり、平成29年8⽉に「津久⾒市新庁舎建設基本構想」を策定しました。

 その後、台⾵第18号による被災を受け庁舎建設は⼀時的に中断となりましたが、平成30年11⽉に様々な災害リスクへの対応、

利便性やまちづくり、経済性や実現性を鑑みたうえで、「津久⾒港⻘江地区埋⽴地」を建設予定地とし、南海トラフ巨⼤地震による

津波に備え、津波避難ビルとしての機能や、集客交流拠点施設と⼀体的に整備するという⽅針を⽰し、区⻑会定例会等の各種会

合や市内全地区での地域懇談会において説明を⾏いました。また、令和元年第３回定例会において、新庁舎の建設予定地を明記

した第５次津久⾒市総合計画の⼀部改訂が議決されたことを経て、新庁舎基本計画を策定することとしました。

 本計画は、「基本構想」が⽰す「基本理念」と「基本⽅針」を実現するための基本的な指針を策定することを⽬的としています。



防災ネットワークのイメージ（津波時）

多⽬的トイレのイメージ

⾒通しが良い窓⼝のイメージ プライバシー配慮のイメージ

⾒やすい位置に設置されたサイン

広域ネットワーク

市内ネットワーク

消防庁長官

臼杵津久見
警察署

消防団

市民 市民・観光客

報道機関 避難所 庁舎
【津波避難ビル】

庁舎内
各対策部

自治会
（自主防災会）

消防

近隣市町村
他の地方公共団体
指定地方行政機関大分県

大分県及び市町村相互間
の災害時応援協定

災害対策本部
【現第二中学校】

防災ネットワークのイメージ（地震・台⾵・洪⽔・⼟砂災害）

広域ネットワーク

市内ネットワーク

消防庁長官

臼杵津久見
警察署

消防団

市民

報道機関 避難所

庁舎内
各対策部

自治会
（自主防災会）

消防

近隣市町村
他の地方公共団体
指定地方行政機関大分県

災害対策本部
【庁舎内】

Ａ部署

組織変更　前

常に共同作業を行っていない限りは、隣の島に席があっても業務自体に支障がない

■ユニバーサルレイアウト

組織変更　後

Ａ部署Ｂ部署 Ｂ部署Ｃ部署 Ｃ部署 Ｄ部署

至　保戸島
無垢島

至　保戸島
無垢島

津久見港津久見港

つくみん公園つくみん公園
（つくみん公園）（つくみん公園）

（津久見港）（津久見港）

（駅前通り）（駅前通り）

（高洲町）（高洲町）

（津久見駅）（津久見駅）

ＪＲ津久見駅ＪＲ津久見駅

（大分銀行前）（大分銀行前）

（社会福祉協議会）（社会福祉協議会）

計画地計画地

至　楠屋
川内

至　楠屋
川内

至　総合運動公園至　総合運動公園
赤崎
間元
赤崎
間元

■インフィル
①改修・更新しやすい乾式間仕切壁
②改修・更新しやすい配管設備・機器等

■スケルトン
③⻑寿命の構造躯体（柱・梁・床等）
④ゆとりのある設備幹線ルート

100％以上省エネルギー正味で50％以上省エネルギー 75％以上省エネルギー正味で

ZEB ReadyZEB Ready Nealy ZEBNealy ZEB 『ZEB』『ZEB』

２. 新庁舎の機能

１．市⺠の安全・安⼼を守る庁舎 ２．市⺠サービスの拠点となる庁舎

３．経済性に優れ将来に負担をかけない庁舎 ４．市⺠が協働しまちづくりの拠点となる庁舎

津波に対する考え⽅（津波を含む複合災害）

①計画地は津波の被害が想定されているため、庁舎は津波避難ビル

として整備し、つくみん公園や集客交流施設の利⽤者の⼀時避難

場所として計画します。

②津波被災後の災害対策本部は現第⼆中学校に設置します。

地震・台⾵・洪⽔・⼟砂災害に対する考え⽅（津波以外の複合災害）

①災害対策本部を設定し、司令塔として災害対策活動を先導します。

❶災害リスクの分散化

①JR津 久 ⾒ 駅、バ ス、タク

シー、離島航路との連携

による移動の利便性向上

など、地域内交通の結節

機能の強化を検討します。

❹利便性の⾼い交通アクセス機能

❶ 災害リスクの分散化

❷ 災害に強い建物構造

❸ 津波避難ビルとしての機能

❹ 情報・防犯・セキュリティ機能

❶ わかりやすく使いやすい
     窓⼝機能

❷ 機能的かつ効率的な
     事務機能・議会機能

❸ ユニバーサルデザインに
     関する機能

❹ 利便性の⾼い交通アクセス機能

❶ 市⺠交流・協働機能

❷ 近隣施設を活⽤した
     複合的な付加機能

❸ 集客交流施設との連携に
 よる広域交流機能

❹ 津久⾒らしさを感じる仕掛け

❶ 建設費・維持管理費の縮減

❷ ⾼い環境品質と性能

❷機能的かつ効率的な事務機能・議会機能

❶分かりやすく使いやすい窓⼝機能

❸ユニバーサルデザインに関する機能

路線バス

乗合タクシー

ＪＲ線、離島航路

（　）内は停留所名



階層別の部局配置イメージ図

上層

中層

下層

議会部門議会部門

議場

議会事務局

正副議長室

議員控え室・

委員会室

窓口部門窓口部門

市民生活課

社会福祉課

健康推進課

長寿支援課

会計財務課

税務課

総合事務局

経営政策課

市長室・副市長室

総務課

土木管理課

農業委員会事務局

農林水産課

契約検査課

まちづくり課

教育長室

生涯学習課

学校教育課

管理課

基幹設備室

保健室

災害対策本部
会議室

エントランスホール
総合案内
相談室

上下水道課

環境保全課

商工観光・定住推進課

計画予定地 津久⾒市中央町760-54、中央町760-51、⾼洲町3824-84、⾼洲町3824-24

敷地⾯積 10,533㎡

保有状況 市有地（４筆）

⽤途地域等 商業地域（準防⽕地域）

建ぺい率 80%

容積率 400%

現在の使⽤状況 駐⾞場

災害リスク 震度５弱〜６弱※内閣府防災ＨＰより
津波浸⽔想定区域（想定浸⽔深：２ｍ以上５ｍ未満）
洪⽔浸⽔想定区域（想定浸⽔深：0.5ｍ未満）

都市計画
まちづくり

みなとオアシス津久⾒※津久⾒市グランドデザインより
にぎわい活⼒エリア※津久⾒市第5次総合計画より

公共交通アクセス ＪＲ津久⾒駅から徒歩約４分
バス停から徒歩１分未満

集客交流拠点整備誘導ゾーン※津久⾒市観光戦略より

道路アクセス 東側：市道北⾼洲線３号 幅員８m
⻄側：⻘江１号臨港線  幅員20m
南側：国道217号    幅員18m

主な周辺施設 津久⾒市社会福祉協議会、津久⾒幹部交番、市⺠ふれあい交流センター､
離島交流館、うみえーるつくみんち、つくみん公園

２ｍ以上５ｍ未満

津久見港津久見港

魚市場魚市場

凡例凡例
歩行者動線歩行者動線

自動車動線自動車動線

市民ふれあい
交流センター
市民ふれあい
交流センター

社会福祉
協議会
社会福祉
協議会

バス停バス停

バス停バス停

臼杵津久見警察署 (幹部交番 )臼杵津久見警察署 (幹部交番 )

計画地計画地

うみえーる
つくみんち
うみえーる
つくみんち

JFおおいた
津久見支店
JFおおいた
津久見支店

離島交流館離島交流館

マルショク
津久見店
マルショク
津久見店

つかもと
歯科医院
つかもと
歯科医院

JR津久⾒駅から計画地に
つながる道路。両側に歩道
が整備されており、駅から
の歩⾏動線として利⽤。

南側は交通量が多い国道
217号。本計画地への主要
⾞両動線となる。歩道も整
備されており、バスを利⽤
したアクセスも想定。

国道217号を北側へ渡るた
めの横断歩道。このエリア
だけで4カ所あり、歩⾏者の
利⽤性が⾼い。

⻄側は、離島交流館やつくみ
ん公園へつながる道路があ
る。両側に歩道が整備されて
おり、社会福祉協議会や市
⺠ふれあい交流センターの
利⽤者も利⽤。

東側には、うみえーるつくみ
んちや⿂市場へつながる⾞
道がある。歩道はなく、⾞動
線としての利⽤が主。

北側にはつくみん公園・離島
交流館へつながる遊歩道が
整備されている。並⽊通りと
して整備されており緑のネッ
トワークを形成。

階層構成

３. 施設計画

１．敷地条件

２．階層構成・規模の設定

階層別の部局配置について、下図の通り整理しました。なお、イメージ図は、考え⽅を⽰しており、各部局の設置階を⽰すもの

ではありません。

建設地の概要と交通環境



集客交流
施設

庁舎

議員・公用車用
駐車場

広場

歩行者動線

自動車動線

駐車場
（100 台程度）

駐車場
（100 台程度）

議員・公用車用駐車場

集客交流
施設

庁舎

広場
歩行者動線

自動車動線

集客
交流
施設

庁舎

広場

議員・公用車用
駐車場

歩行者動線

自動車動線

駐車場
（100 台程度）

集客
交流
施設

庁舎

広場

議員・公用車用
駐車場

凡例

歩行者動線

自動車動線

駐車場
（100 台程度）

国土交通省新営一般庁舎面積算定基準

旧総務省　起債対象事業算定基準

国土交通省新営一般庁舎面積算定基準

旧総務省　起債対象事業算定基準

妥当性の確認 他市の事例と比較

より正確な算定 必要諸室面積の積み上げ

基本構想

基本計画

A案 B案 C案 D案

イ
メ
ー
ジ
図

ア案  庁舎周囲の地⾯を盛⼟にて嵩上げしたパターン イ案  庁舎の⼀階をピロティにしたパターン ウ案  緩やかに嵩上げして１階の津波浸⽔を許容するパターン

イ
メ
ー
ジ
図

配置計画にあたり、４つのパターンにて⽐較検討を⾏いました。

庁舎の視認性や利便性・アクセス性に加え、集客交流施設との関係性や賑わいづくりを検討し基本設計にて決定します。

津波対策について、３つの断⾯計画の⽐較検討を⾏いました。

台⾵による庁舎浸⽔被害を受けた津久⾒市としては、浸⽔の防⽌性を特に重要だと考え、イ案を中⼼に検討を⾏い、基本設

計にて⽅針を決定します。

津波避難ビルとしての規模設定

規模設定

３．配置計画

４．津波対策

①避難対象⼈数は周辺施設の利⽤者や来訪者等の想定より、合計1,050⼈以上（1,050㎡程度以上）を避難者数（必要⾯積）とし、

今後、新庁舎周辺については、津久⾒市津波避難⾏動計画との整合性を図り設定します。

②⼀時避難場所として庁舎のセキュリティを確保しつつ、会議室等を利⽤します。

「国⼟交通省新営⼀般庁舎⾯積算定基準」、「旧総務省起債対象事業算定基準」、「他市事例との⽐較」及び必要諸室⾯積の積

み上げによる規模算定を⾏い、6，07０㎡に設定します。また、基本設計にて引き続き検討を⾏い、効率的でコンパクトな規模

の計画とします。



国⼟交通省「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」より

⼤地震動後、構造体の補修をすることなく建築物を使⽤できることを
⽬標とし、⼈命の安全確保に加えて⼗分な機能確保が図られるもの
とする。

構造体

建築

⾮構造部材

Ⅰ類

分類 耐震安全性の⽬標機能

⼤地震動後、災害応急対策活動等を円滑に⾏ううえ、⼜は危険物の
管理のうえで⽀障となる建築⾮構造部材の損傷、移動等が発⽣しな
いことを⽬標とし、⼈命の安全確保に加えて⼗分な機能確保が図ら
れるものとする。

A類

建築設備 ⼤地震動後の⼈命の安全確保及び⼆次災害の防⽌が図られている
とともに、⼤きな補修をすることなく、必要な設備機能を相当期間継
続できることを⽬標とする。

甲類

甲類

内容種別

⼄類

・⼤地震後に避難、消⽕等の⼈命の安全のための設備機能を確保。
・連続運転可能時間及び燃料備蓄量は、原則として、在庁者が避難に要する時
間及び残務活動に必要な時間。

（想定が困難な場合は、10時間程度）

・⼤地震動後に施設の継続的な活動が可能となるものとする。
・連続運転可能時間は⼤地震動後に商⽤電源の復旧に要する時間。
（想定が困難な場合は1週間程度）
・燃料備蓄量は、商⽤電源の復旧に要する時間⼜は燃料の補給に要する時間の
うち、短い⽅。（想定が困難な場合は、72時間程度）
・燃料補給も加えて1週間程度の連続運転が可能。

・つくみん公園まで含め統⼀感のある樹種選定、植栽計画

・津久⾒の景観となじむ⾊彩計画

調和 ⾃然の調和

・つくみん公園とつながる緑のネットワーク、ランドスケープ計画連続性 ⾃然の連続性

・周囲の特徴的な眺望を楽しめる開放的な視点場の整備眺望 眺望を楽しむ
視点場

・賑わい空間が可視化される配置や設え賑わい 内部の賑わい

・庁舎の圧迫感軽減のため、ボリュームの分節化、セットバックの検討

・街並みの圧迫感軽減のため、周囲の建物との離隔を確保

街並みの調和

・周辺施設と連携しやすい連続した外部動線の計画動線の連続性

・イベント対応の外部空間の整備

・耐久性の⾼い建材の採⽤

・周囲の植⽣にあった植栽計画

・塩害に強い建材の選定

耐久性 美観を保つ

・調和しながらも、印象に残る特徴的な外観ランド
マーク

印象に残る

外部の賑わい

・周囲から⾒やすい位置に配置

・アイストップとなる外観計画、サイン計画

視認性が⾼い

・駅前通りから賑わいを感じる配置や設え広がる賑わい

テーマ ⽅向性 整備の視点

100％以上
省エネルギー

正味で50％以上
省エネルギー

75％以上
省エネルギー

正味で

ZEB ReadyZEB Ready Nealy ZEBNealy ZEB 『ZEB』『ZEB』

1 階

ダンパー

免震
装置

耐震壁

制震ダンパー等の装置

2階

1階

2階

1階

2階
津波
浸水深

津波
浸水深

津波
浸水深

構造
形式 免震構造 制振構造 耐震構造

イ
メ
ー
ジ
図

地震や津波に耐える安全な庁舎を実現するため、耐震性能の⽬標値を設定し、免震構造を含めた構造形式の⽐較検討を⾏

いました。構造形式については、コストを含めて検討し基本設計にて決定します。

５．構造計画

災害対策の拠点として確実に機能する庁舎を実現するため、被災時の機能継続性（BCP）の⽬標や、省エネ等（ZEB）について

検討しました。⼗分コストに配慮した上で、必要な設備を整備します。

６．環境・設備計画

景観配慮におけるテーマと⽅向性及び整備の視点を整理しました。集客交流施設も含めて、周辺への景観配慮を⾏います。

耐震性能と津波性能 構造形式の検討

７．景観配慮

庁舎整備の視点 計画地周囲の景観

機能継続性（BCP）の⽬標 省エネ等（ZEB）の⽬標



設計・監理、建設⼯事を各

段階に応じて個別に発注

する⽅式。

維持管理は、建物完成後

の別発注となる。

設計会社へ発注

建設会社へ発注

設計会社、建設会社から

なる事業体や、建設会社

単体に発注

設計会社・建設会社・維持

管理会社からなる事業体

に発注

設計、建設⼯事を⼀括で

⺠間事業者に発注する

⽅式。

維持管理は、建物完成後

の別発注となる。

設計、建設⼯事、維持管

理、資⾦調達を⼀括で⺠

間事業者に発注する⽅式。

資⾦調達は⺠間事業者

が⾏い、市は割賦⽅式で

サービス対価を⽀払う。

概要

設計・

監理

従来⽅式 デザインビルド⽅式 PFI⽅式

建設
⼯事

維持管理会社へ発注

（⼀部）

維持管理会社へ発注

（⼀部）
維持
管理

公共 公共 ⺠間資⾦
調達

⼯事⼊札の際、複数

の建設会社の参画に

より、競争性が確保で

きれば、コスト縮減の

可能性がある。

建設会社のノウハウを⽣

かした構法の採⽤ができ

るため、コストの縮減に

つながる可能性がある。

維持管理を含めた⼀括

発注によるコスト縮減の

可能性がある。

財政負担

縮減の

可能性

評価 ○○ ○ ○

従来⽅式 デザインビルド⽅式 PFI⽅式

設計と施⼯が別発注

となるため、設計段階

から建設会社のノウハ

ウは発揮されづらい。

設計段階から建設会社

のノウハウを⽣かした構

法の採⽤ができるため、

確実な施⼯が可能。

設計段階から建設会社の

ノウハウを⽣かした構法

の採⽤ができるため、確実

な施⼯が可能。

特殊条件

への対応

評価 △ ○ ○

基本設計・実施設計

の各段階で発注者の

意向を確認でき、確定

した設計図にて⼯事

発注が可能。

要求⽔準が確定した後

の変更に伴うコスト増は、

発注者負担となるため、

意向反映に制約が⽣じる。

要求⽔準が確定した後の

変更に伴うコスト増は、発

注者負担となるため、意

向反映に制約が⽣じる。

発注者の

意向反映

評価 ○ △ △

各委託業務の発注準

備に期間を要す。発

注時の社会情勢によ

るが⼊札不落の恐れ

がある。

設計・建設の⼀括発注に

より、設計と建設期間を

短縮できるため、全体ス

ケジュールが短縮可能。

要求⽔準の確定までに期

間を要するため、全体ス

ケジュールとしても⻑期

化する傾向である。

事業全体

スケジュール

評価 △ ○ △

設計業務発注までに

かかる期間がもっとも

短い。

令和２年度内の着⼿

が可能。

発注までに、規模や階数

等の条件を確定する必要

があるため、基本設計後

の発注が望ましい。

令和２年度内の着⼿は困難。

発注までに、導⼊可能性

調査の実施や、要求⽔準

を確定する必要があるた

め、準備期間が必要となる。

令和２年度内の着⼿は困難。

設計

スケジュール

の厳守

評価 ○ △ △

「設計案」

を選ぶ⽅式

「設計者」

を選ぶ⽅式

「設計料」

で選ぶ⽅式

応募のあった複数の計画

案から、最も良い「設計

案」を選びその提案者を

設計者として選ぶ。

応募のあった複数の設計

者の取組体制や計画に

関する考え⽅等を審査し、

ヒアリング等を経て設計

者を選ぶ。

設計者が提⽰する設計

料の価格で設計者を選

ぶ。
概要

設計競技⽅式
（コンペティション）

技術提案⽅式
（プロポーザル） 競争⼊札⽅式

概算事業費及び財源は以下の通り想定しますが、基本計画策定後も事業費の抑制や有利な財源の活⽤など引き続き検討

を⾏い効率的な施設整備を進めます。

2．概算事業費及び財源計画

必要な事業費

想定される事業⼿法

財源計画

3．事業スケジュール

建設⼯事費

外構整備費

その他

消費税

合計

３２.３億円 市庁舎６，０００㎡の⼯事費

１０％

庁舎周辺外構整備費
植栽整備費
地盤改良費

設計料（積算を含む）、監理料
オフィス環境調査、敷地測量、地盤調査

２.１億円

２.３億円

３.７億円

４０.４億円

⾦額 概要費⽬

３６.３億円

４０.４億円

４.１億円 積⽴⾦

公共施設等適正管理推進事業費

緊急防災・減災事業費

過疎対策事業費

庁舎管理建設推進基⾦

合計

（市町村役場機能緊急保全事業）

概要⾦額費⽬

基本計画

基本実施設計

建設⼯事

共⽤

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

設計者選定⽅法の⽐較検討

事業⼿法の⽐較検討

４. 事業⼿法・事業スケジュール・財源計画

１．事業手法

「従業⽅式」「デザインビルド⽅式」「PFI⽅式」の⽐較検討を⾏い、様々な段階で発注書の意向を確認でき、要求を反映した

設計図にて⼯事が発注できる「従業⽅式」が最も適した⼿法と判断します。


